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１ 【臨時報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、平成30年３月27日開催の取締役会において、平成30年６月下旬に開催予定の当社定時株主総会決議による

承認及び必要に応じ所管官公庁の許認可が得られることを条件として、平成30年10月１日（予定）を効力発生日とし

て会社分割（吸収分割）の方式により持株会社体制へ移行する方針を決議し（以下、この会社分割を「本件分割」と

いいます。）、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の規

定に基づき臨時報告書を提出いたしました。

今般、当社は、平成30年５月25日開催の取締役会において、平成30年６月22日に開催予定の当社定時株主総会決議

による承認及び必要に応じ所管官公庁の許認可が得られることを条件として、平成30年10月１日を効力発生日とした

吸収分割契約の締結を承認することを決議し、未決定事項について決定いたしましたので、金融商品取引法第24条の

５第５項の規定に基づき臨時報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

２［報告内容］について、以下の事項を訂正いたします。

　（１） 本件分割の相手会社に関する事項

　（３） 本件分割の方法、本件分割に係る割当ての内容その他の吸収分割契約の内容

　（４） 本件分割に係る割当ての内容の算出根拠

　（５） 本件分割の後の吸収分割承継会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産

　　　　　の額、総資産の額及び事業の内容

 
３ 【訂正内容】

２［報告内容］について、以下の通り訂正いたします。なお、訂正箇所は、下線を付して表示しております。

 
（訂正前）

（１） 本件分割の相手会社に関する事項

　①商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号
株式会社ミナトホールディングス分割準備会社（仮称）
（平成30年４月上旬設立予定）

本店の所在地 横浜市都筑区南山田町4105番地

代表者の氏名
代表取締役会長　若山　健彦
代表取締役社長　小川　敏男

資本金の額 10百万円（予定）

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容
電子機器・精密機器等の開発・製造・販売業、環境関連機
器・ＬＥＤ等関連機器の製造・販売業等

 

 

 　②最近3年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

  平成30年４月上旬に設立予定であるため、確定した事業年度はありません。

 

  ③大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

  ミナトホールディングス株式会社（提出会社）　　100％

 

  ④提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

資本関係 当社100％出資の子会社として設立される予定です。

人的関係 当社より取締役及び監査役を派遣する予定です。

資本関係 営業を開始していないため、当社との取引関係はありません。
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（２） 省略

　

（３） 本件分割の方法、本件分割に係る割当ての内容その他の吸収分割契約の内容

  ①本件分割の方法

当社を吸収分割会社とし、当社の完全子会社として新たに設立する予定の分割準備会社を吸収分割承継会社とす

る吸収分割によって行う予定です。

 

 ②本件分割に係る割当ての内容

未定です。

 

 ③本件分割の日程

分割準備会社設立承認取締役会 平成30年３月27日

 分割準備会社の設立           平成30年４月上旬（予定）

 吸収分割契約承認取締役会     平成30年５月下旬（予定）

 吸収分割契約締結             平成30年５月下旬（予定）

 吸収分割契約承認定時株主総会 平成30年６月下旬（予定）

 吸収分割の効力発生日         平成30年10月１日（予定）

 

 ④その他の本件分割に係る吸収分割契約の内容

未定です。

 

（４） 本件分割に係る割当ての内容の算出根拠

   未定です。

 

（５） 本件分割の後の吸収分割承継会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の

額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号
未定（平成30年10月１日までに「株式会社ミナトホールディ
ングス分割準備会社」から商号変更予定）

本店の所在地 横浜市都筑区南山田町4105番地

代表者の氏名
代表取締役会長　若山　健彦
代表取締役社長　小川　敏男

資本金の額 未定

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容
電子機器・精密機器等の開発・製造・販売業、環境関連機
器・ＬＥＤ等関連機器の製造・販売業等

 

 
（訂正後）

（１） 本件分割の相手会社に関する事項

　①商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 ミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社

本店の所在地 横浜市都筑区南山田町4105番地

代表者の氏名
代表取締役会長　若山　健彦
代表取締役社長　小川　敏男

資本金の額 10百万円

純資産の額 10百万円

総資産の額 10百万円

事業の内容
電子機器・精密機器等の開発・製造・販売業、環境関連機
器・ＬＥＤ等関連機器の製造・販売業等
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　②最近3年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

平成30年４月９日に設立しており、確定した事業年度はありません。

 
　③大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

ミナトホールディングス株式会社（提出会社）　　100％

 
　④提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

資本関係 当社100％出資の子会社であります。

人的関係 当社より取締役及び監査役を派遣しております。

取引関係 営業を開始していないため、当社との取引関係はありません。
 

 

（３） 本件分割の方法、本件分割に係る割当ての内容その他の吸収分割契約の内容

　①本件分割の方法

当社を吸収分割会社とし、ミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社を吸収分割承継会社とする吸収分割

によって行う予定です。

 
　②本件分割に係る割当ての内容

吸収分割承継会社であるミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社は、本件分割に際して普通株式2,900株

を発行し、これを全て吸収分割会社である当社に割当て交付いたします。

 
　③本件分割の日程

分割準備会社設立承認取締役会　平成30年３月27日

分割準備会社の設立　　　　　　平成30年４月９日

吸収分割契約承認取締役会　　　平成30年５月25日

吸収分割契約締結　　　　　　　平成30年５月25日

吸収分割契約承認定時株主総会　平成30年６月22日（予定〉

吸収分割の効力発生日　　　　　平成30年10月１日（予定）

 
　④その他の本件分割に係る吸収分割契約の内容

当社とミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社が平成30年５月25日に締結しました吸収分割契約の内容

は次の通りです。
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＜当社とミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社との吸収分割契約の内容＞

 
吸収分割契約書

 
ミナトホールディングス株式会社（以下、「分割会社」という。）とミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株

式会社（以下、「承継会社」という。）は、次のとおり吸収分割契約（以下、「本契約」という。）を締結する。

 
第１条　（吸収分割の方法）

分割会社は、本契約の定めるところに従い、第７条に規定する効力発生日をもって、吸収分割の方法により、分

割会社の機構組織の一部であるMATカンパニーが営む電子機器・精密機器等の開発・製造・販売等及び環境関連機

器・ＬＥＤ等関連機器の製造・販売等事業(以下、「本分割事業」という。)に関して分割会社が有する権利義務を

承継会社に承継させ、承継会社はこれを承継する（以下、「本吸収分割」という。）。

 
第２条　（商号及び住所）

分割会社及び承継会社の商号及び住所はそれぞれ次のとおりである。

（１）分割会社：　ミナトホールディングス株式会社

　　　　　　　　　東京都中央区日本橋小伝馬町７番２号

（２）承継会社：　ミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社

　　　　　　　　　神奈川県横浜市都筑区南山田町4105番地

第３条　（分割対価の交付）

承継会社は、本吸収分割に際し、分割会社に対して、承継会社の普通株式2,900株を発行し、その全てを第５条に

規定する本承継対象権利義務に代えて割当交付する。

 
第４条　（増加する資本金及び準備金等の額）

本吸収分割により増加する承継会社の資本金及び準備金等の額は、次のとおりとする。ただし、第７条に規定す

る効力発生日における本分割事業に係る資産及び負債の状態により、分割会社及び承継会社は協議の上、これを変

更することができる。

（1）資本金　　　　　　金290,000,000円

（2）資本準備金　　　　会社計算規則第37条第１項に基づき承継会社が定める額

（3）その他資本剰余金　会社計算規則第37条第１項に規定する株主資本等変動額から、前各号の額を

　　　　　　　　　　　 減じて得た額

（4）利益準備金　　　　０円

（5）その他利益剰余金　０円

 
 第５条　（本吸収分割による承継する権利義務）

承継会社は、本吸収分割により、効力発生日において、本分割事業に関する別紙「承継権利義務明細表」記載の

資産、負債、雇用契約その他の権利義務（以下、「本承継対象権利義務」という。）を分割会社から承継する。

２．本吸収分割による分割会社から承継会社への債務の承継については、すべて重畳的債務引受の方法によるものと

する。ただし、この場合における分割会社・承継会社間の最終的な債務の負担者は承継会社とし、当該承継する債

務について、分割会社が履行その他の負担をしたときは、分割会社は承継会社に対しその負担の全額について求償

することができる。

 
第６条　（分割承認決議）

分割会社及び承継会社は、効力発生日の前日までに、本契約の承認及び本吸収分割に必要な事項に関する機関決

定をそれぞれ行う。
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　第７条　（効力発生日）

本吸収分割の効力発生日は、平成30年10月１日とする。ただし、本吸収分割の手続の進行に応じ必要があるとき

は、分割会社と承継会社は協議の上、効力発生日を変更することができる。

 
第８条　（競業避止義務）

分割会社は、効力発生日以降も本分割事業について一切の競業避止義務を負わない。

 
第９条　（会社財産の善管注意義務）

分割会社及び承継会社は、本契約締結日から効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意をもってそれぞれの

業務の執行及び財産の管理運営を行うものとし、その財産又は権利義務に重要な影響を及ぼす行為については、あ

らかじめ分割会社と承継会社が協議の上、実行する。

 
第10条　（移転手続）

本承継対象権利義務の承継に関して、登記、登録、通知、承諾等の手続が必要となるものについては、分割会社

及び承継会社は協力してその手続を行う。

 
第11条　（本契約の条件の変更及び解除）

本契約締結日から効力発生日に至るまでの間において、天災地変その他の事由により、分割会社又は承継会社の

資産状態若しくは経営状態に重大な変更が生じたとき、第６条に定める分割会社及び承継会社の適法な機関決定又

は法令の定める関係官庁等の承認等が得られないとき、その他本吸収分割の目的の達成が困難となったときは、分

割会社と承継会社は協議の上、本吸収分割の条件を変更し、又は、本吸収分割を中止し、本契約を解除することが

できる。

 
第12条　（協議事項）

本契約に定める事項のほか、本吸収分割に際し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、分割会社と承継会社は協議

の上、これを決定する。

 
以上、本契約締結の証として本書２通を作成し、分割会社と承継会社が記名押印の上、分割会社及び承継会社が

各１通を保有する。

 
平成30年５月25日

 
分割会社　 東京都中央区日本橋小伝馬町７番２号　　　　　

ミナトホールディングス株式会社　　　　　　　

代表取締役社長　若山　健彦　　印　　　　　　

 
承継会社　 神奈川県横浜市都筑区南山田町4105番地　　　　

ミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社

代表取締役社長　小川　敏男　　印　　　　　　
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　（別紙）承継権利義務明細表

 
承継会社が分割会社から承継する本分割事業に関する資産、負債、雇用契約その他の権利義務の明細は、下記の

とおりとする。なお、承継する権利義務のうち資産及び負債については、平成30年３月31日現在の貸借対照表その

他同日現在の計算を基礎とし、これに本吸収分割の効力発生日前日までの増減を加除した上で確定する。

 
記

 
１．資産

承継会社が分割会社から承継する資産は、以下のとおりである。

（１）流動資産

本吸収分割の効力発生日における、本分割事業に係る現金及び預金、受取手形、売掛金、製品、原材料、仕掛

品、前払金、立替金、短期貸付金、未収金、前払費用、仮払金、貸倒引当金、その他流動資産。

（２）固定資産

本吸収分割の効力発生日における、本分割事業に係る無形固定資産、工具器具備品、リース資産、その他固定資

産。

 
２．負債

承継会社が分割会社から承継する負債は、以下のとおりである。

（１）流動負債

本吸収分割の効力発生日における、本分割事業に係る支払手形、買掛金、未払費用、前受金、預り金、製品保証

引当金、その他流動負債。

（２）固定負債

本吸収分割の効力発生日における、本分割事業に係る退職給付債務、リース債務、その他固定負債。

 
３．雇用契約

本吸収分割の効力発生日においてＭＡＴカンパニーに所属する従業員全員の雇用契約及びこれに基づく権利義務

については、承継会社が分割会社から承継する。

 
４．その他の権利義務

承継会社が分割会社から承継するその他の権利義務は、以下のとおりである。

（１） 本吸収分割の効力発生日において、本分割事業に関して分割会社が締結している一切の契約及びこれらの

　　　 契約に基づく権利義務。

（２） 本吸収分割の効力発生日において、本分割事業に関して分割会社が締結している動産のリース契約及び

　　　 これに基づく権利義務。

（３） 本吸収分割の効力発生日において、本分割事業に関して分割会社が取得等している一切の許可、承認、

　　　 登録、届出等のうち、法令上承継可能なもの。

以上
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（４） 本件分割に係る割当ての内容の算出根拠

吸収分割承継会社であるミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社は当社の100％子会社であり、本件分割に

際して、ミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社が新たに発行する株式の全部を当社に割当て交付するた

め、ミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社と当社との協議の上、割当株式数を決定いたしました。

 
（５） 本件分割の後の吸収分割承継会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の

額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 ミナト・アドバンスト・テクノロジーズ株式会社

本店の所在地 横浜市都筑区南山田町4105番地

代表者の氏名
代表取締役会長　若山　健彦
代表取締役社長　小川　敏男

資本金の額 ３億円

純資産の額 869百万円

総資産の額 1,059百万円

事業の内容
電子機器・精密機器等の開発・製造・販売業、環境関連機
器・ＬＥＤ等関連機器の製造・販売業等

 

※上記純資産及び総資産の額は平成30年３月31日現在の貸借対照表を基準にしたものであり、実際の額とは異な

る可能性があります。
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